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要旨 
 本稿は、国連薬物犯罪事務所 (The United Nations Office on Drugs and Crimes
〔以下、「UNODC」〕) が毎年発行し、自らが「最重要刊行物」（UNODC, 2017b, 
p.3）と位置づけている、世界薬物報告書（World Drug Report）の直近 5 年間特
集テーマから、依存性のある薬物の対策の世界的な動向を確認した。レビュー
の結果、次の 2 点が明らかとなった。第一に、依存性のある薬物への対策が、
規制強化から治療サービスの充実化を重視するようになっていた。第二に、薬
物依存のある人への治療や支援に当たり、個別性を踏まえた治療やケアが重視
されていた。 
 
キーワード: 依存性薬物対策（drug policies）、国連薬物犯罪事務所（UNODC）、
世界薬物報告書（World Drug Report） 
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1．問題と目的 
 国連薬物犯罪事務所（The United Nations Office on Drugs and Crimes〔以下、
「UNODC」〕）は､主に、国連加盟国に対して､依存性のある薬物の規制､犯罪の
防止、テロリズムへの対策などに関する助言や技術的な支援を行うことのほか、
これらの分野の調査・研究を実施する機関である。依存性のある薬物に関して、
2007 年から 2018 年までの 11 年間に､「薬物依存治療の原則―UNODC/WHO
ディスカッションペーパー―」(UNODC, 2009)、「UNODC トリートネットト
レーニングパッケージ（更新版）」(UNODC, 2017a) など、依存性のある薬物の
乱用防止や薬物依存の治療などに関する 32 の刊行物を公表している。 
UNODC が自ら「最重要刊行物」(2017b, p.3) として位置づけている『世界薬
物報告書』は、依存性のある薬物やこれに関連する犯罪についての最新の知見
やエビデンスを共有することを目的とした年次報告書であり、依存性のある薬
物への各国の政策決定に資する提言を行っている。各年の報告書は､依存性のあ
る薬物とその対策に関する世界的な動向を示し､依存性のある薬物への対策を
検討する基盤となる事柄を特集している。 
 本稿は、直近 5 年間の世界薬物報告書、特に、各年に特集されたテーマに着
目し、依存性のある薬物への対策の世界的な動向とその背景を確認することと
した。  
 
2. 方法 
2014 年から 2018 年までの世界薬物報告書を調査した。これら 5 年間の報告
書の特集を中心に、主な内容をまとめた。 
 
3. 文献調査の結果 
3.1 最近 5 年間の世界薬物報告書における主な内容の変化 
各年の世界薬物報告書は､依存性のある薬物（以下、本章において「薬物」と
いう。）の使用の現状及び薬物の生成や流通に関する事項について言及していた。
この 5 年間において、これらの内容には、大きく、以下の 3 点の変化が認めら
れた。 
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1 点目は、新たな薬物の登場である。2015 年版以降、あへん､コカイン､大麻
及び覚醒剤と並んで、新精神作用物質（New Psychoactive Substances〔以下、NPS〕）
が主要な薬物の一つとして取り上げられた。NPS とは、条約では規制されてい
ないが、流通や使用などに規制のある薬物と同様に強い依存性を持つため、公
衆衛生に脅威をもたらし得る物質である。2013 年に、国連麻薬委員会
（Commission on Narcotic Drugs〔以下、「CND」〕）は、国際レベルで NPS に関
する情報を共有することの重要性を指摘し、これを受けた UNODC は､NPS の
需給動向を監視・分析し、参加国に対して報告を行うために、同年 6 月に早期
警戒アドバイザリを立ち上げた。2014 年版は、NPS として国際レベルで規制さ
れる物質の増加と、NPS の蔓延に関する記述がなされていた。 
2 点目は、薬物使用の現状に関して、2016 年版以降、薬物使用の反復によっ
て生じる影響が言及されるようになったことである。たとえば、使用量の増加
や、偶然的又は常習的な多剤乱用に及びやすいことが指摘されていた。 
3 点目は、2014 年版報告書において、薬物の使用による重大な健康被害と、
各国の薬物依存への治療サービス提供が大幅に不足していることが指摘され、
2015 年版以降の世界薬物報告書では、薬物依存対策について言及されるように
なったことである。同年版では、薬物の使用の防止及び薬物依存の改善のため
の､科学的な根拠に基づく効果的な治療方法の普及に関する提言が盛り込まれ、
2016 年版では、大麻への依存治療に焦点が当てられていた。 
3.2 各年の特集内容について 
3.2.1 2014 年版の特集: 薬物の不正取引や供給の抑制と薬物の使用の予防 
2014 年の世界薬物報告書の特集では、薬物の不正取引や供給を抑制し、薬物
の使用を予防すること、特に、合成麻薬の蔓延を阻止する対策が紹介された。
生成に必要な原材料となる化学物質から規制することで、合成麻薬の流通を抑
制する必要があるとした。同報告書によれば、そのような規制によって、たと
えば、幻覚剤である LSD や合成麻薬の MDMA などは、原材料の入手が難しく
なり、薬物市場が縮小化した。今後の課題として、薬物の規制が弱い国を経由
した密輸入や、インターネットを利用した流通などに対する規制が挙げられた。 
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3.2.2 2015 年版の特集: 植物などの農作物を原料とした薬物の規制対策 
2015 年版世界薬物報告書は､薬物の原料となる農作物の不正栽培を規制する
ことに加え、薬物の原料となる危険性を知りつつも、原料となる農作物が生産
される地域の社会的文脈に視点を向けていた。そのような農作物の不正栽培が
行われる地域の特徴として、(a) 政府の統制力が弱いこと、(b) 土地登記制度が
確立されていないこと、(c) 社会や産業の基盤となるインフラが未整備である
こと、(d) 貧困や暴力の問題を抱えていることを指摘した。このような地域に
おいては、薬物の原料となる農作物の栽培を禁止したり、犯罪組織を弱体化さ
せたりするとともに、国際支援の枠組などにより、合法的な経済の活性化を図
ることが課題となるとした。 
3.2.3 2016 年版の特集: 「持続可能な開発目標」1)を通してとらえた薬物の問
題 
2016 年の世界薬物報告書は、人類のよりよい未来を築くために持続可能な開
発を進めるという観点から､薬物への対策に関する提言を行った。 
同報告書は、薬物の原料となる農作物の不正な栽培、製造、取引及び使用に
関する薬物規制対策は世界共通の問題であると指摘した。2013 年に、世界保健
機構（World Health Organization〔以下、「WHO」〕）が行った世界的な疾病負担
2) に関する調査研究結果から、薬物の使用による疾患や死亡によって失われた
障害調整生命年はおよそ 12 万年であり、そのうち 8 万年以上が、オピオイド使
用障害と関連していたことが明らかにされた。この調査結果を踏まえ､2016 年
版の報告書は､薬物の使用の防止と薬物依存への治療の強化が必要になるとし
た。そして、薬物依存のある人の回復や社会への再統合のため、社会的な理解
や受容を促進すること、特に、彼／彼女らに関わる専門スタッフの理解を促す
ことが重要となると論じた。物質使用により障害を持つに至った人は社会的に
排除されやすいため、教育、社会福祉及び保健医療において薬物依存関連のプ
ログラムを普及させ、人権及び性差を尊重した対策を実施することによって、
薬物依存のある人を排斥しない豊かな社会を構築することが重要であるとした。
さらに、貧困、国内及び国家間の不平等、人々の健康・福祉の促進という 3 つ
の視点から薬物の問題をとらえると、貧困や安定した生計手段の欠如、教育を
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受ける機会の不足や失業などの社会経済的要素が、薬物に関連する犯罪に至る
重要なリスク要因になると指摘した。したがって、貧困問題､経済的な問題等を
改善していくことが､薬物の使用の予防に役に立つことになるとした。 
3.2.4 2017 年版の特集: 国際協力や法規制による薬物への対策の効果 
2017 年の世界薬物報告書では、コカイン、あへん及び合成麻薬の市場が拡大
しているが、国際協力や法規制の強化が、一定の効果を生んでいるとした。一
方、薬物流通の経路は、国際化の進展と新しい通信技術の発展に伴って拡大し、
また、薬物の流通に関与する犯罪組織の形態にも変化が生じていることが明ら
かにされた。強固な階層構造を有する犯罪組織は、警察など捜査機関の摘発に
よって解体することが可能だが、構成員同士がゆるやかな関係性を保つ犯罪組
織は、捜査機関が追跡しにくいインターネットなどの情報通信ツールを活用し、
構成員が検挙されても、新たなメンバーで再構成して活動を再開させるため、
組織の弱体化及び壊滅に至りにくいという特徴が挙げられた。 
2017 年版報告書は、薬物への対策として、取締りだけではなく､科学的な根
拠に基づいた効果的な方法により、社会内において薬物の再使用を防止する働
きかけを行うことの重要性を指摘した。具体的には、認知行動療法、随伴性マ
ネジメントなどの介入から構成されたケア、長期的な薬物治療と並行して心理
社会的治療を行う方法が紹介された。 
3.2.5 2018 年版の特集: 性差に着目した薬物依存対策 
2018 年版の世界薬物報告書は､薬物の使用の状況における性別による特徴に
着目していた。女性のほうが、男性よりも薬物依存が深刻化しやすいこと､親密
な相手が薬物依存の誘因となっているため薬物からの離脱が難しいこと､成育
歴において被虐待体験や第三者からの被害体験など困難な体験をしており､薬
物依存に他の精神疾患や感染症を併発する傾向があること､犯罪組織において
薬物の生産や流通に関与させられやすいことなどが指摘されていた。そして、
女性は、刑事施設の出所後に専門的な治療を受ける機会に乏しく、さらに、性
差別や元犯罪者としての烙印を押されるなど様々な課題を抱え、ヘルスケアや
社会的サービスにアクセスしづらいという問題に直面しやすいとされた。 
加えて、2018 年版の報告書では、若年者と高齢者の薬物の使用に関する対策
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についても言及されていた。同報告書は、若年者が深刻な薬物の使用に至る過
程では、生物学的要因、心理学的要因、及び社会学的要因が複雑に影響し合っ
ているとし、薬物の使用を抑止する保護要因がない場合が、最も危険であると
していた。さらに、同報告書によれば、約 10 年前は、薬物依存のある高齢者は、
薬物依存のある若年者に比べてその数がより少なく、高齢者の薬物使用に関す
る調査研究がほとんど行われていなかった。しかし、特に先進国において高齢
化が進み、高齢者の薬物の使用に伴う身体的・精神的問題の実態が明らかにな
ったことから、今後は、高齢者に特化した治療やケアプログラムの開発が求め
られると言及した。 
 
4．考察 
以上の結果を踏まえ、直近 5 年間の世界薬物報告書において取り上げられた
特集内容の動向とその背景について考察を加える。 
世界薬物報告書は､近年、依存性のある薬物の種類などの分析や規制対策のみ
ならず、薬物依存治療に関する特集を組むようになった。その背景には､薬物統
制に関する国際条約によって規制されていない NPS の出現とともに、インター
ネットなどの通信技術の発展により、犯罪組織の形態や薬物の不正取引の方法
などが多様化し、摘発による取締りが困難になるなどの世界的情勢の変化があ
る。つまり、依存性のある薬物の使用の禁止、原料生産の抑制及び流通阻止と
いった規制では十分対応しきれなくなる一方、依存性のある薬物の使用による
健康被害が生じ､適切な治療を受けることができずに、時に死亡に至る状況に対
し、国際社会が危機感を強め、薬物依存への対策に重点が置かれるようになっ
たと言える。 
さらなる背景として、以下のような経緯が挙げられる。すなわち、世界薬物
問題に関する国連総会特別セッション (2016) や CND 決議 60/1 (2017) は、
UNODC に対し、依存性のある薬物の使用防止と薬物依存治療の推進、 依存性
のある薬物関連犯罪対策の充実と国際協力､農作物の不正栽培に代替可能な産
業の開発について取り組むよう要望した。それを受けて、UNODC は、2017 年
に、それまでの世界薬物報告書の形式を変更し，薬物依存治療を含めた対策に
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重点を置いた特集を組んだ。 
世界的な動向を踏まえ、世界薬物報告書の特集内容もまた、依存性のある薬
物への対策として、規制から、薬物依存のある人への治療も含めた対策への強
化に焦点を移していったものである。こうした流れの中で、同報告書は、世界
各国において、薬物の使用や薬物依存に対する治療、ケア、リハビリテーショ
ンをより一層充実させることの必要性を強調した。さらに、薬物依存のある人
の治療やケアについては、まず、個別性を重視することを強調しており、使用
における性差、使用の背景にある生物・心理・社会学的要因や、家庭や対人環
境等を含めた成育歴などに着目することが必要であるとした。つまり、薬物依
存のある人の支援において、それぞれの成育歴等を含めた個別性に重点を置く
ことが求められると示唆されている。 
世界薬物報告書が取り上げた依存性のある薬物への対策は、3 つの要素から
構成される。1 つ目は、法による規制と取締りである。2 つ目は、個人的な問題
性に応じて計画された、治療や支援である。3 つ目は、持続可能な開発目標に
掲げられた、誰一人取り残さない社会の実現という観点から、必要な治療やケ
アにつなげる社会的システムの構築である。 
我が国においても、これらの 3 点を参照しつつ、依存性のある薬物への対策
を検討していくことが求められる。 
 
注 
1) 2015 年に開催された「国連持続可能な開発サミット」で、「我々の世界を変
革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が採択され、150 を超える
国が 17 の持続可能な開発目標について合意し、その実現に向けた政策を実施す
る責務を負うこととされた。持続可能な開発目標は，すべての人々にとってよ
りよい、より持続可能な未来を築くことを最終的な目的として、21 世紀の世界
が抱える課題を包括的に示したものである。具体的な目標は、次の 17 である：
(a) 貧困に終止符を打つこと、(b) 飢餓をゼロにすること，(c) すべての人の健
康と福祉を推進すること、(d) 質の高い教育を提供すること、(e) ジェンダーの
平等を実現すること、(f) 安全な水と衛生へのアクセスと管理を確保すること、
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(g) エネルギーへのアクセスを確保すること、(h) 働き甲斐のある人間らしい仕
事と経済成長を推進すること、(i) 産業と技術革新の基盤を作ること、(j) 国内
及び国家間の不平等を是正すること、(k) 住み続けられる街づくりをすること、
(l) 消費と生産のパターンを確保すること、(m) 気候変動への具体的対策を取る
こと、(n) 海洋資源の保全と持続的な利用を強化すること、(o) 森林その他生態
系を保全すること、(p) 平和と公正の実現を推進すること、(q) グローバル・パ
ートナーシップを活性化すること。 
2) 疾病負担とは、ある地域や集団における疾病による影響を、経済的コスト、
疾病率や死亡率で算出する健康問題の指標であり、WHO は、早すぎる死や身
体的・精神的疾患によって失われた年数を意味する障害調整生命年 
(Disability-Adjusted Life Year: DALY) を指標として用いている。 
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